
第１回 NITS 大賞（平成 29 年度）エントリーシート 
茨城県久慈郡大子町立だいご小学校　清水洋太郎   A-2

【活動名】教職員の資質・能力及び学校の組織力向上のための「教員組織所属意識尺度」活用によるＰＤＣＡサイクルの確立 
解決すべき課題：キーワード「資質・能力／組織力／客観的なエビデンス（根拠）／ＰＤＣＡサイクルの確立」 
１ （管理職による）児童生徒に「生きる力」を着実に育むための教職員の資質・能力及び学校の組織力の向上 
２ （管理職による）客観的なエビデンス（根拠）に基づく教職員の資質・能力及び学校の組織力の向上のためのＰＤＣＡサイクルの確立 

目的や背景：キーワード「教員組織所属意識尺度の活用／ＰＤＣＡサイクルの確立」 
１ 目的：「教員組織所属意識尺度」の活用によるＰＤＣＡサイクルの確立による職員の資質・能力及び学校の組織力の向上 
２ 背景：学校現場に山積する様々な課題に対応し，それらを解決するための「チーム学校」の確立。そのための，教職員の資質・能力及び学校の組

織力向上の必要性とそのための方法論の確立の必要性 
活動内容：キーワード「自主・向上性／同僚・向上性／個別対応／全体対応」 
１ P【計画立案】（平成２９年７月） 

① ５月：教員評価面談➊（自己目標の設定）
② ７月： 「教員組織所属意識尺度」第１回調査（教職員の「自主・向上性」「同僚・協働性」意識の把握/組織の状況の確認）
③ ８月～１０月：改善のための取組①
④ １０月：教員評価面談➋（進捗状況の確認～「教員組織所属意識尺度」第１回調査の教職員の意識確認）
⑤ １１月～１２月：改善のための取組②
⑥ １月：教員評価面談③（達成状況の確認～「教員組織所属意識尺度」第２回調査の教職員の意識確認）

２ Ｄ【実践】（平成２９年７月～１０月） 
① 課題把握:「教員組織所属意識尺度」を活用し，職員の「自主・向上性」及び「同僚・協働性」に関わる意識をアセスメントした。
② 改善のための取組

ア 個別対応～個人のプロット状況に応じて，「年代別の教職員の心理発達の理解と支援」をもとに，具体的な支援策を講じた。教員評価面談や
日常の教育活動での声かけ，具体的な助言を通してそれを実践し，自己肯定感を高め，自分の実践に自信をもてるようにした。

イ 全体対応～職員全体のプロット状況に応じて，課題である項目に応じて改善策を講じた。自主研修に対する意識が低いことに対する改善策とし
て，管理職の私書である教育関連図書を職員室に「研修文庫」として配架したり， 積極的に出張を進めたり自主研修会を紹介したりした。

3  Ｃ【評価】（平成２９年１２月）～改善策を実践した後のアセスメント 
① １２月： 「教員組織所属意識尺度」第２回調査（教職員の「自主・向上性」「同僚・協働性」意識の変化の確認）
② １月：教員評価面談➌（達成状況の確認～「教員組織所属意識尺度」第２回調査の教職員の意識確認）

４ Ａ【改善】（平成３０年１月～） 
今年度の取組による「教職員一人一人の資質・能力の向上」と「学校の組織力の向上」を確認し，次年度の学校教育目標の設定や教育課程の 

編成に活かす。さらに一人一人の資質・能力を活かし，同僚性を高め，学校力を一層向上させるために，ＰＤＣＡサイクルも不断に見直す。 
活動の成果：「教員組織所属意識尺度／ＰＤＣＡサイクルの工夫改善」 
１ 教員組織所属意識尺度による課題や改善策の明確化・共有化 

 「教職員一人一人の資質・能力の向上」と「学校の組織力の向上」に関わる課題が，データ 
に基づき明確化され，その改善策を管理職と教職員で具体的に共有できるようになった。 

①「教員組織所属意識尺度」結果より（右図「参考資料」赤い部分）
Ａ群（自律的協働群）の所属率が，１学期（73.6％）から２学期（89.4％）と，

さらに高まった。１学期の結果を共有し，授業公開とその後の協議を繰り返し行ったことなど
の具体的な改善策により，課題であった「自主・向上性」も改善され，組織力も向上した。

② 教職員の感想より（右図「参考資料」青い部分）
１学期に「自主・向上性」が低かった教員２名の意識も改善した。「今は企業でもやってい

ることなので，当たり前であり，これから必要なことだと思う。」「管理職にアンケートの結果を 
見られても，正直に記入し設問についてより深く意見交換をすることで，助言を受け入れ易く 
なり改善につなげることができると感じた。」という感想を聞くことができ，有効性を確認した。 

２ 課題や改善策の明確化・共有化のためのＰＤＣＡサイクルの工夫改善 
① 教員評価との連動

面談で「教員組織所属意識尺度」を基に話し合うことで，共通理解を図りやすくなった。
② ＰＤＣＡサイクルでの活用

１年間のＰＤＣＡサイクルの中での「教員組織所属意識尺度」の活用法を明確にできた。
アピールポイント（アイディア）：
１ 「教員組織所属意識尺度」を活用し，教職員の「自主・向上性」及び「同僚・協働性」を客観的にアセスメントして，それに基づく実践を行ったこと。
２ それを活用するためのデータベースを作成し，数値化により検証を容易にし，汎用性を高めたこと（利用については，出版社に確認済）。
３ 計画的に教員評価と連動させ，面談等で数値等を活用する実践を行い，各校で活用できるＰＤＣＡサイクルを確立したこと。
４ 結果として，約４か月で教員一人一人の意識が向上し自主性・協働性が高まり，学校組織の状態も自律的協働群が増え，改善が見られたこと。
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